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０. は じ め に
筆者は桃山学院大学より特別研修 (2009年度, 海外・６カ月) の機会を
得て, ヨーロッパ (主にマルタ) に滞在し, その言語 (教育) 政策につい
て, つぶさに観察することができた1)｡ 小論ではヨーロッパにおける言語
(教育) 政策の動向を述べて, その研修成果の一部の報告とする｡ ヨーロ
ッパというと地理的にはユーラシア大陸西方の広い地域を指すかと思われ
る｡ そこで, ここでは ｢欧州連合 (The European Union, 略して EU)｣
の言語政策と ｢欧州評議会 (The Council of Europe), 略して CoE｣ の言
語教育政策に限定する｡
１. 欧州連合と欧州評議会の成立と展開
欧州連合という国際機構は, 欧州評議会よりも新しい組織である｡
欧州連合は次々に進化・拡大してきた欧州地域連合の究極の形である｡
その淵源はドイツとフランスが和解をすべく第二次世界大戦後の1952年に
成立した ｢欧州石炭鉄鋼共同体 (European Coal and Steel Community)｣
に始まる｡ これには, ベルギー・西ドイツ・フランス・イタリア・ルクセ
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ンブルグ・オランダの６カ国が参加した｡ その後, 1957年には ｢欧州経済
共同体 (European Economic Community, 略して EEC)｣, 1965年には
｢欧州共同体 (European Community, 略して EC)｣, また1993年には ｢欧
州連合 (European Union, 略して EU)｣ と改称し, 2010年現在27カ国が加
盟し, 域内の人口は４億9,500万人に上るのである｡
他方, 欧州評議会は戦後間もない1949年に創設された｡ 創設当時の加盟
国は10カ国であった｡ 本部は, フランスはアルザスの中心地・ストラスブ
ール (Strasbourg) にあり, 欧州人権裁判所を併設する｡ 1989年の ｢ベル
リンの壁の崩壊｣ という歴史的な出来事を契機に東欧諸国が民主化を進め
た結果, 加盟国が47を数えるに至り, 2009年９月には創設50周年記念集会
が開かれた｡ この間, 1996年にはオーストリア西部の文化都市であるグラ
ーツ (Graz) にその第２本部とも言うべき ｢欧州現代語センター (The
European Centre for Modern Languages), 略称 ECML｣ が開設され, 現在
33カ国が加わっている｡ 二つの本部のうち, ストラズブールには言語 (教
育) 政策部局が置かれる一方で, グラーツには外国語教育を中心とした現
代語教育関係の資料室 (Trim Collectionを含む) があり, 国際プロジェク
トを支援し, 言語教育のワークショップやセミナーを開催するなどの言語
教育事業が行われている｡
EUは行政府・立法府・裁判所等を含む国際機構であるから, 様々な施
策は EU法のもとに法的拘束力をもって実施される｡ それに対して, 欧州
評議会は EUよりも加盟国は多いものの, この機関の決議事項は ｢望まし
い指針｣ であり, 法的拘束力はない｡
以下, EUの多言語政策について解説し, その上で欧州評議会の言語教
育政策について述べる｡ こと言語教育政策に関しては, EUは多言語主義
を標榜するがゆえに, 欧州評議会の提唱する複言語主義・複文化主義を受
け入れていることがわかるだろう｡
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２. 欧州連合 (EU) の言語政策 多言語主義
① 多様性の中の統合
EU基本権憲章 (2000) の22条によれば, ｢EUは, 文化的・宗教的・言
語的な多様性を尊重する｣ という｡ つまり, ｢多様性の中の統合｣ を図ろ
うとするからである｡
② 公用語 (official languages)
1958年には EEC加盟国６カ国・公用語４言語であった｡ それが, 第５
次拡大を経た2010年には27カ国・23言語を数える｡ 東方へのさらなる拡大
によって今後増える可能性がある｡ 要するに, 加盟国が増加する度に公用
語が増えてきた｡ 例えば, 2004年にはマルタ (40万人) のマルタ語が加わ
った｡ アイルランド語 (話者数７万人) は, 1973年から条約語であったが,
2007年から公用語に格上げされた｡ 但し, 欧州委員会 (European
Commission) の翻訳部局によれば, マルタ語課は2008年までに EUの公
的文書をすべて翻訳し終えて, 2009年からは他の言語同様の翻訳業務をこ
なすことができるようになったけれども, アイルランド語課は翻訳官の数
が不足しているため, 重要度の高い文書 (例えば, European Councilと
European Parliamentの両方を通過した法律) を優先して翻訳される状況
にあるという｡
このような多言語主義は, 他の国際機構を比べると抽んでている｡ 国際
連合 (UN) では６言語｡ 東南アジア諸国連合 (ASEAN)・南アジア地域
協力連合 (SAARC) では英語のみ, 湾岸協力会議 (GCC) ではアラビア
語のみである｡
③ 併用公用語 (co-official languages)
公用語とともに併用されることが認められている国内の地域語のことを
併用公用語という｡ この点, 欧州委員会 (European Commission) の項を
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参照されたい｡
④ 実務言語 (working languages)
個々の EU機関で主な役割を果たす言語｡ その数は英語だけの１言語か
ら５言語 (英語・フランス語・ドイツ語・スペイン語・イタリア語) まで
いろいろなケースがあるが, ごく限られた数の主要言語が実務言語とされ
る｡
⑤ リレー通訳・リレー翻訳
言語系統が全く異なる公用語 (例えば, マルタ語とフィンランド語) な
どの間では, 基軸言語 (pivot languages) である英語, フランス語, ドイ
ツ語のいずれかを介して通訳・翻訳が行われる｡
⑥ 異言語教育政策
欧州連合 (EU) は欧州評議会 (The Council of Europe) と連携してき
て, ヨーロッパ言語共通参照枠 (CEFR) の考え方を援用している｡ 従っ
て, 母語＋２言語を異言語教育の目標とする｡ 具体的には, リングア
(Lingua) 計画, 生涯学習計画の下位計画 (コメニウス, エラスムス, レ
オナルド・ダ・ヴィンチなど) が実行されている｡ 対象とする学習者は異
なるものの, いずれも EUの外国語 (言語) 教育推進プログラムである｡
外国語・地域語を用いて内容科目を学習するバイリンガル教育
(Content and Language Integrated Learning, 略して CLIT) も推進されて
いる｡ これは２言語での諸概念の操作能力を育成することが目的であり,
評価は言語運用力よりも教科内容の理解に重点が置かれる｡
欧州委員会白書 (1995) ｢知識基盤社会における教育と学習｣ の中で提
唱された欧州言語教育顕彰制度 (The European Language Label) という
｢優れた言語 (外国語) 教育実践を表彰する制度｣ がある｡ これは, 複数
外国語教育の推進や優れた言語教育方法の開発・実践を表彰するものであ
る｡ (この項目⑥に関しては, 特に杉谷 (2010) を参照｡)
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⑦ 少数言語政策
地域言語または少数言語のための欧州憲章 (European Charter for
Regional or Minority Languages, ECRML, 1992) が少数言語政策の要をな
す｡ だが, 域外から来る移民の言語は対象外であることは, 問題点であろ
う｡
３. 欧州連合の諸機関における言語政策
欧州連合は国際機構の一つであるが, その中にはさまざまな機関が存在
する｡ 各機関毎にその言語政策がどのようなものであるか, 泉・木村が分
担執筆した 『EU情報事典』 (pf. 287) と筆者の EU諸機関本部への訪問で
得た情報をもとに要説しておこう｡
① European Commission (｢欧州委員会｣)
｢欧州委員会｣ の訳語は誤解のもとである｡ 実態は委員会ではなく欧州
政府または欧州行政府である｡ 主な仕事は European Councilと European
Parliamentに法案を提出することである｡ また, 加盟国が EUの法・基準
を的確に遵守しているか否かを監視する機能もある｡
実務言語は, 英語・フランス語・ドイツ語の３言語である｡
機関内部にさまざまな部局 (DG) がある｡ 多言語政策を具現化した部
局には, DGT (翻訳局, 個別言語毎に課), DGI (通訳局), DGML (多言
語政策局) がある｡ DGTの本部はブリュッセルとルクセンブルグにある｡
マルタ語の場合, 大方の翻訳はルクセンブルグで行われる一方, ブリュッ
セルでは, ICTによる市民向け EU情報が翻訳され, 発信されている｡ 英
語課の場合には, 他の EU公用語から英語への翻訳実務に加えて, 英語の
非母語話者による文章の校閲という仕事が加わる｡ (この段落の情報は,
研修中の2009年秋に現地の DGTを訪問して確認した｡)
② European Parliament (欧州議会)
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全体会議の言語にはすべての EU公用語が使われる｡ 各公用語に対応し
た翻訳業務と通訳業務が必要である｡ 但し, 委員会の実務言語は主に英語
とフランス語である｡ (この点は, 2009年秋にブリュッセルを訪ねた折に
欧州議会通訳官との面談で確認した｡)
③ European Court of Justice (欧州司法裁判所)
欧州司法裁判所の実務言語はフランス語である｡ 翻訳官を含め職員は全
て法律家としての資格を有する｡ 毎年度の 『判例集』 と 『年報』, 及び各
国市民向けリーフレットは, 各公用語別に発行されている｡ マルタ語版も
ある｡ (この点は, 研修中の2009年秋に訪問して確認した｡)
④ Office for Harmonization in the Internal Market (欧州商標庁)
この機関の実務言語は, 英語・フランス語・ドイツ語・スペイン語・イ
タリア語の５言語である｡
⑤ European Central Bank (欧州中央銀行)
欧州中央銀行の本部はフランクフルトにあり, その実務言語は英語であ
る｡
これら EU諸機関における言語政策の問題点は, つぎの２つに絞ること
ができる｡
① 加盟国の増加とともに, 実務言語としての英語の使用率が高まってい
る｡ そのため, 多言語主義との乖離が問題視される｡ 理想は多言語主
義だが, 現実は英語偏重であるという矛盾が露呈している｡
② さまざまな EU公用語の間での言語人口の格差がある｡ 例えば, マル
タのマルタ語はわずか約40万人の話者, アイルランドのアイルランド
語はたったの７万人の話者しかいないにもかかわらず, 公用語の地位
を得た｡ 他方, スペインのカタルーニャ語 (併用公用語) は500万以
上の話者がある｡ ゆえに, 一種の不公平感があることは否めない｡
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４. EU加盟各国の言語政策
EUの加盟国は2010年現在27カ国に上り, その公用語は23を数える｡ で
は, 加盟各国の言語政策はどのようなものであろうか｡ 『EU情報事典』
(pf. 289) はつぎの５つに分類している｡ 公用語に加えて, 併用公用語を
認めている国々があることに注目したい｡ 国名のあとに加えた言語名また
は言語圏は筆者 (橋内) による追記であり, ＊印以下は筆者による注釈で
ある｡
① 単一公用語の場合
ブルガリア, エストニア, フランス*, ギリシャ, ラトビア, リトアニ
ア, 及びポーランドには公用語が一つある｡
＊フランスはフランス語を国家語とする中央集権国家であるが, 近年地域主義
が台頭してきたので, ②の色彩も幾分か認められる｡
② 単一公用語を持つが, 国内の特定地域の地域語に一定の地位を持たせ
ている場合
オーストリア, チェコ, ドイツ, ハンガリー, ポルトガル, ルーマニア,
スロバキア, スロベニア, スウェーデン, 連合王国 (イギリス)* がこれ
に当る｡
＊連合王国全体としては, 英語が公用語であるが, カムリー語はウェールズ独
自の公用語であると同時に, 欧州委員会 (European Commission) の併用公
用語でもあるので, 筆者としては③に分類すべきであると考える｡
③ 特定地域において併用公用語を持つ場合
これは, 国家の公用語に加えて国内自治州等で併用公用語が使われてい
る場合である｡ スペイン (スペイン語＋カタルーニア語・バレンシア語・
ガリシア語・バスク語), デンマーク (デンマーク語＋ドイツ語), オラン
ダ (オランダ語＋フリジア語), イタリア (イタリア語＋フランス語・ド
欧州連合と欧州評議会の言語 (教育) 政策
― ―57
イツ語)*
＊イタリアのヴァッレ・ダオス州におけるフランス語とボルツァーノ県におけ
るドイツ語の地位については, 渋谷 (2005：321350) の第８章イタリアが
詳しいが, EUの併用公用語には触れていない｡
④ 言語連邦
ベルギーが唯一の例である｡ オランダ語圏 (フランデレン地域), フランス
語圏 (ワロン地域), オランダ語・フランス語併用語圏 (ブリュッセル首都
圏), ドイツ語圏 (行政上はワロン地域) から成る｡ だが, 国家統合の上で
うまく機能しているとは言えない｡
⑤ 多言語国家
２言語以上の公用語が使われている国家を指す｡ キプロス (ギリシャ語とト
ルコ語)*, フィンランド (フィンランド語とスウェーデン語), アイルラン
ド (アイルランド語と英語), ルクセンブルグ (ルクセンブルグ語・ドイツ
語・フランス語), マルタ (マルタ語と英語) がこれに該当する｡ ＊事実上
キプロスは1974年以来分断国家であるため, 南側のキプロス共和国ではギリ
シャ語が公用語, 北側の北キプロス (または北キプロス・トルコ共和国) で
はトルコ語が公用語である｡ キプロスは元英領で, 南側にはいまもイギリス
軍基地があるためか, 英語は準公用語の地位にある｡
５. 欧州評議会の言語教育政策
Ａ. 敷居レベル論とコミュニカティブ・アプローチ
欧州評議会の言語教育政策として, 第１に記憶されるべきは, J A van
Ek (1975) による敷居レベル論 (Threshold Level) である｡ これは外国語
の基礎的運用能力を主に言語機能の観点から提示したものである｡ この考
え方は, John Wilkins (1976) に影響を与え, 概念・機能シラバスを編む
契機となった｡ そして, 1970年代後半以来盛んになったコミュニカティブ
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・アプローチ (Communicative Approach / Communicative Language Teach-
ing) の基礎を作ったと言える｡ J A van Eke & J M Trim (1991) は van Ek
(1975) の増補改訂版であり, その邦訳である米山朝二・松沢伸二共訳
(1998) がコミュニケーションを目指す外国語教育を唱う 『学習指導要領』
(外国語科・英語) を補完する役割を果たした｡
Ｂ. ヨーロッパ言語共通参照枠
第２に登場したのが, 『ヨーロッパ言語共通参照枠』 (CEFR) である｡
これは21世紀初頭に発表され, それが欧州各国のみならず, 世界の国々の
外国語教育に大きな波紋を投げかけている｡ Council for Cultural Co-
operation Education Committee Modern Language Division (2001) とその
邦訳, 吉島茂・大橋理枝ほか (2004, 2008２) が基本文献である｡
CEFRの言語観には, 個々の市民が欧州の多様な国々の国境を越えて,
旅行したり, 留学したり, 就職して生活していくために言語があるという
考え方であり, そこには複言語主義 (plurilingualism) と複文化主義
(pluriculturalism) の立場が認められる｡ 生涯を通して, 人々はさまざま
な言語を学び, 身に付け, 使い, ときに忘れ, ときに再学習しながら生き
ていくという事実を踏まえて ｢複言語主義｣ と呼んでいるのである｡ それ
は同時に多様な文化に対応しながら個人が自ら切り拓いていく ｢複文化主
義｣ の実践でもある｡ ゆえに, 個人の複言語主義・複文化主義は, 国家・
社会のレベルにおける多言語主義 (multilingualism) と多文化主義 (multi-
culturalism) という政策とは区別される｡
この中では, 能力記述文 (Can-do statements : A1・A2・B1・B2・C1・
C2) による運用能力レベルの明示が特に際だっている｡ このうち, A1 と
A2 は A (基礎段階の言語使用者), B1 と B2 は B (自立した言語使用者),
C1 と C2 は C (熟達した言語使用者) と見做し得る｡ 上記の邦訳 (2004 :
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表１ 欧州言語共通参照枠・自己評価表 (A1～B2)
A1 A2
理
解
す
る
こ
と
聞
く
こ
と
はっきり, ゆっくりと話しても
らえれば, 自分, 家族, 周囲の
具体的なものに関する聞き慣れ
た語やごく基本的な表現を聞き
取れる｡
(ごく基本的な, 個人や家族の
情報, 買い物, 近所, 仕事など
の) 直接自分につながりのある
領域で最も頻繁に使われる語彙
や表現を理解することができる｡
／短い, はっきりとした簡単な
メッセージやアナウンスの要点
を聞き取れる｡
読
む
こ
と
例えば, 掲示やポスター, カタ
ログの中のよく知っている名前,
単語, 単純な文を理解できる｡
ごく短い簡単なテクストならば
理解できる｡ ／広告や内容紹介
のパンフレット, メニュー, 予
定表のようなものの中から日常
の単純な具体的に予想のつく情
報を取り出せる｡ ／簡単で短い
個人的な手紙は理解できる｡
話
す
こ
と
対
話
に
参
加
す
る
相手がゆっくり話し, 繰り返し
たり, 言い換えたりしてくれて,
また自分が言いたいことを表現
するのに助け船を出してくれる
ならば, 簡単なやりとりができ
る｡ ／直接必要なことやごく身
近な話題について簡単ならば,
聞いたり答えたりできる｡
単純な日常の仕事の中で, 情報
の直接なやりとりが必要ならば,
身近な話題や活動について話し
合いができる｡ ／通常は会話を
続けていくだけの理解力はない
のだが, 短い社交的なやりとり
をすることはできる｡
一 る
貫 話
性 を
の す
あ る
どこに住んでいるか, また, 知
っている人たちについて, 簡単
な語句や文を使って表現できる｡
家族, 地域の人々, 居住条件,
学歴, 職歴を簡単な言葉で一連
の語句や文を使って説明できる｡
書
く
こ
と
書
く
こ
と
新年の挨拶など短い簡単な葉書
を書くことができる｡ 例えば,
ホテルの宿帳に名前, 国籍や住
所といった個人のデータを書き
込むことができる｡
直接必要のある領域での事柄な
らば, 簡単に短いメモやメッセ
ージを書くことができる｡ ／短
い個人的な手紙ならば, 書くこ
とができる｡ 例えば礼状など｡
欧州連合と欧州評議会の言語 (教育) 政策
― ―61
B1 B2
理
解
す
る
こ
と
聞
く
こ
と
仕事, 学校, 娯楽で普段出会う
ような身近な話題について, 明
瞭で標準的な話し方の会話なら
ば, 要点を理解することができ
る｡ ／話し方が比較的ゆっくり,
はっきりとしているならば, 時
事問題や, 個人的もしくは仕事
上の話題についてもラジオやテ
レビ番組の要点を理解すること
ができる｡
長い会話や講義を理解すること
ができる｡ また, もし話題があ
る程度身近な範囲であれば, 議
論の流れが複雑であっても理解
できる｡ ／たいていのテレビの
ニュースや時事問題の番組がわ
かる｡ ／標準語の映画ならば,
大部分は理解できる｡
読
む
こ
と
非常によく使われる日常語や,
自分の仕事関係の言葉で書かれ
たテクストならば理解できる｡
／起こったこと,感情,希望が表
現されている私信を理解できる｡
筆者の姿勢や視点が出ている現
代の問題についての記事や報告
が読める｡ ／現代文学の散文は
読める｡
話
す
こ
と
対
話
に
参
加
す
る
当該言語圏を旅行中に最も起こ
りやすいたいていの状況に対処
することができる｡ ／例えば,
家族や趣味, 仕事, 旅行, 最近
の出来事など, 日常生活に直接
関係のあることや個人的な関心
事について, 準備なしで会話に
入ることができる｡
流暢に自然に会話をすることが
でき, 母語話者と普通にやりと
りができる｡ ／身近なコンテク
ストの議論に積極的に参加し,
自分の意見を説明し, 弁明でき
る｡
一 話
貫 を
性 す
の る
あ
る
簡単な方法で語句をつないで,
自分の経験や出来事, 夢や希望,
野心を語ることができる｡ ／意
見や計画に対する理由や説明を
簡潔に示すことができる｡ ／物
語を語ったり, 本や映画のあら
すじを話し, またそれに対する
感想・考えを表現できる｡
自分の興味関心のある分野に関
連する限り, 幅広い話題につい
て, 明瞭で詳細な説明をするこ
とができる｡ ／時事問題につい
て, いろいろな可能性の長所,
短所を示して自己の見方を説明
できる｡
pf. 28) の欧州言語共通参照枠・自己評価表から A1～B2 を抜粋して転載す
る｡ 但し, 杉谷による邦訳 (2009) を一部採用し, 橋内による若干の修正
も加えた｡
この能力記述文は, その後 EQUALS (Brian North 代表) によって
EQUALS Descriptor Banks (2008) という改訂増補版が制作されているが,
C1 と C2 をより詳細に記述した点が新たな特色である｡
表１の自己評価表は, さまざまな外国語の教材開発やテスト・評価にも
影響を与え始めている｡ 例えば, 日本語教育においては国際交流基金によ
って 『JF日本語教育スタンダード (試行版)』 (2009) と 『JF日本語教育
スタンダード』 (2010) が制作され, この枠組による日本語テスト開発が
進んでいる｡
日本の大学外国語教育においては, A1～A2 レベルに相当する基礎段階
の言語使用者が一番多いため, この 『参照枠』 を参考にして, 到達レベル
をより細かく下位区分する試み (例えば, A11, A12, A13, A14 の４
段階, A21, A22 の２段階 国士館大学) が行われている｡
CEFRとの関連でさらに知るべきは, 欧州言語ポートフォリオ (ELP)
である｡ これには各国版があり, 下記の英語版 (2007) はロンドンの
CILTから入手可能である｡
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書
く
こ
と
書
く
こ
と
身近で個人的に関心のある話題
について, つながりのあるテク
ストを書くことができる｡ 私信
で経験や印象を書くことができ
る｡
興味関心のある分野なら, 幅広
くいろいろな話題について, 明
瞭で詳細な説明文を書くことが
できる｡ ／エッセイやレポート
で情報を伝え, 一定の視点に対
する支持や反対の理由を書くこ
とができる｡ ／手紙の中で事件
や体験について自分にとっての
意義を中心に書くことができる｡
・Europe Language Portfolio : Adult Version, CILT, National Centre for
Languages.
・Europe Langauge Portfolio : Junior Version, CILT, National Centre for
Languages.
前者は成人版, 後者は児童版である｡ そのフォーマットは, 言語パスポー
ト (Language Passport)・言語学習の履歴 (Language Biography)・学習成
果記録集 (Dossier) の３部構成であり, 本人自身で書き込むようになっ
ている｡ ヨーロッパ域内における移動 (旅行・労働・留学・交流) を念頭
において, 個人の言語運用能力を示すために作られたものである｡
なお, ELPとの関係で ｢語学教育実習生のための欧州ポートフォリオ｣
(EPOSTIL) を知っておくべきであろう｡ これは ｢言語を教えるために必
要な言語教育の専門的知識と教授スキルを省察できるようにするための教
員養成課程の学生たちに向けて作られた文書｣ (David Newby) であり,
個人履歴・自己評価 Can-do項目・個人資料の３つの部分からなる｡
上述の CEFRは日本の外国語教育にも影響を与えてきている｡ この点
では, 小池科研プロジェクト (2008), 『英語展望』 116号 (特集・世界標
準の英語教育を考える) とその117号 (特集・CEFRと日本の英語教育),
2010年８月20日の英独仏合同シンポジウム ｢CEFRの日本への文脈化を考
える｣ (配布資料) そして真嶋 (2010) の論文を参照したい｡ これらの研
究によれば, つぎのような動きが認められるという｡
① 日本英語検定協会作成の Can-doリスト｡
② 国際交流基金が日本語能力検定試験の改定に当たり, CEFRを利用｡
③ 大学英語教育学会・日本独文学会ドイツ語教育部会・日本フランス語
教育学会・日本語教育学会の CEFRへの強い関心｡
④ 茨城大学・大阪大学 [旧大阪外国語大学]・京都大学・国士館大学な
どでの試み｡
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⑤ SELHi実験校における CEFR自校版の作成とそれに基づくカリキュ
ラム・教材・授業｡
⑥ CEFR に基づく市販教材の編集・出版｡ 例えば, 藤原三枝子ほか
(2010)｡
このような CEFRへの熱い眼差しに対して, 西山 (2009, 2010) はや
や冷静に検討し, 批判している｡ というのも, CEFRの背景には, 第２次
世界大戦後におけるドイツとフランスの和解に始まる EUの創設があり,
ヨーロッパという多言語社会の中でこそ複言語主義が機能するのではない
かという疑問がある｡
Ｃ. 異文化適応能力の強化とプラットフォームの構築
次に, 最近の動向 (The Council of Europe Language Policy Divisionに
よる提案) を挙げておこう｡ その一つの流れは, 異文化対応能力 (Inter-
cultural Competence) の強化・増進を図ることにある｡ この点, Byram et
al. (2009) などを参照｡
第二の動向はヨーロッパ教育空間 ｢プラットフォーム｣ の構築であり,
｢複言語主義と異文化教育のための資源と参照の基本方針｣ (A Platform of
resources and references for plurilingualism and intercultural education)
(2009) に立脚する｡ ここでは, ｢教育における言語・教育のための言語｣
(Languages in Education, Languages for Education) という壮大な標語が掲
げられる｡ すべての教育は言語に基づくという考え方 である｡ それゆえ,
その言語には母語と外国語, 現代語と古典語, 少数言語と移民言語のすべ
てが射程に入る｡ この指針の内容は次の３点に要約される｡
① 言語 (現代語・古典語を含む) は認知発達の要であり, 教育の核心に
関わる｡
② [国語であれ外国語であれ] 言語には, 人間性を培う機能と実利的な
国際文化論集 №43
― ―64
機能がある｡
③ 言語はグローバル社会における地域の発展にとって極めて重要である｡
(従って, 少数言語や移民言語も言語資源として尊重すべきである｡)
欧州評議会言語政策部局による ｢プラットフオーム｣ は, まだ提言の骨子
が出たばかりであるが, 次なる展開への出発点として注目される｡
６. ま と め
以上, 本稿ではヨーロッパの言語政策について, EUの言語政策と欧州
評議会の言語教育政策の核心に触れながら, その動向を明らかにした｡
EUでは多言語主義が, 欧州評議会では複言語・複文化主義が言語政策の
カギである｡ 具体的には, EU諸機関における多言語通訳・翻訳, ｢欧州
言語共通参照枠 (CEFR)｣, ｢欧州言語ポートフォリオ (ELP)｣, ｢外国語
・地域語を用いた内容科目の教育 (CLIT)｣ などが注目される｡このよう
な傾向は, まさに ｢多様性の中の統合｣ を志向するヨーロッパ型教育を実
現したものであり, 今後も着実な歩みを進めることであろう｡ 2009年に提
唱されたヨーロッパ教育空間 ｢プラットフォーム｣ と称する言語を核に据
えた教育は今後どのように展開していくかが興味深いところである｡
他方, 日本の外国語教育は CEFRの影響により, 日本語教育を含む外
国語教育において, 言語横断的な議論が行われるようになったのは好まし
いことである｡ 但し, その能力記述文ばかりが話題の中心になる傾向にあ
るのはいかがなものであろうか｡ その背景にある言語思想・平和思想を検
討し, 独自の日本型モデルや東アジア・モデルの構想・開発が実現される
べきであろう｡ ヨーロッパ教育空間 ｢プラットフォーム｣ の受容とその考
え方に基づく教育の可能性は, 今後の課題である｡
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注1) マルタ滞在中 (2009年９月１日～2010年１月31日) には, マルタ大学や
EU 欧州委員会翻訳部局マルタ事務所や無原罪の聖母学園 (Our Lady Im-
maculate School) などを訪問し, EUの言語政策 (特に言語教育と EU公用
語の翻訳) に関する情報を得ることができた｡ また, その間にベルリン自由
大学でのヨーロッパ日本語教育シンポジウム, ブレーメン大学での第２回国
際マルタ語学会, ストラスブールでの欧州評議会言語政策部局研究プロジェ
クト (座長・Michael Byram) の会合, グラーツの欧州評議会現代語センタ
ーでの文献検察と EQUALS研修会 (Bryan North会長) への参加という貴
重な経験をした｡ ルクセンブルグとブリュッセルでは, EU諸機関本部の翻
訳部局 (欧州委員会翻訳局・欧州議会翻訳局・欧州裁判所翻訳局) を訪ね,
翻訳官への面接調査を行なった｡ バルセロナではカタルーニア大学と EU欧
州委員会翻訳部局の現地事務所を訪ね, カタルーニア自治州におけるカタル
ーニャ語の地位についての情報を得た｡ そして, ロンドンでは CILT
(Centre for Information of Languages and Teaching) で丸１日過ごし, その
資料室を見学したり, 出版物を入手したりした｡ その他, 旧ユーゴスラビア
のクロアチア (と隣国ボスニア・ヘルツェゴビナとモンテネグロ) や北アフ
リカのチュニジアを訪問して, それぞれの言語事情をつぶさに体験した｡
2010年１月31日から２月23日まで過ごしたキプロスでは, 南のキプロス共和
国のみならず, 北キプロス (または北キプロス・トルコ共和国) をも踏査し
て, 分断国家における私立校・公立校の教育格差の問題を目の当りに知るこ
とができた｡ 最後の点については橋内 (印刷中) を参照｡ なお, マルタの言
語教育政策に関しては, 橋内 (2010) がある｡
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The Language Policies of the European Union
and the Council of Europe
Takeshi HASHIUCHI
This paper seeks to elucidate the recent language policies of the European
Union and the Council of Europe.
The European Union was founded upon the reconciliation between West
Germany and France after World War II, while the Council of Europe has also
been searching for world peace with human rights and good communication
between nations. With its six member states, the European Economic
Community recognized four official languages. As it developed with additional
member states, the European Community, later renamed European Union, in-
creased its official languages. The European Union now maintains its multi-
lingual policy : it consists of 27 member states with 23 official languages.
Some states have regional, co-official languages recognized by the European
Commission.
Both translation and interpretation are big official business in EU institu-
tions such as the European Commission, the European Council, the European
Parliament, and the European Court of Justice. Moreover, the EU supports
multilingualism in education, cultural exchange, and labor migration. Its lan-
guage education policy has been influenced by the proposals made by the
Council of Europe.
The Council of Europe has developed its language education policy in three
stages :
(1) The Threshold Level provided a functional basis for language learning. It
led to notional syllabus and the communicative approach to language
teaching.
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(2) With its can-do statements, the Common European Framework for
Reference of Languages is a new model for describing and scaling lan-
guage use and the different kinds of knowledge and skills required.
(3) The most recent development is the emphasis on intercultural citizen-
ship and the proposal of a new paradigm named Platform: all education
and human development must be based on language.
In short, the European Union is a multilingual supranational agency, which
now encourages intercultural citizenship and a command of both “pluri-
lingualism” and “pluriculturalism”－terms recently coined by the Council of
Europe’s Language Policy Division.
